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Ⅰ 調査の概要
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１ 調査の目的
経済のグローバル化による企業間のコスト競争の激化、経済のサービス化の進展、労働者の価値観が多様

化する中で、いわゆる正社員に代わって、パートタイム労働者、派遣労働者、契約社員等多様な形態で働く
いわゆる非正社員が増加している。
これらのいわゆる非正社員の多くにあてはまる有期契約労働については、労働基準法の一部を改正する法

律（平成15年法律第104号）附則第３条に基づき契約期間（現行は原則３年、特例５年）について検討する
こととされているほか、労働政策審議会答申「今後の労働契約法制及び労働時間法制の在り方について（報
告）」（平成18年12月27日）において、「就業構造全体に及ぼす影響も考慮し、有期労働契約が良好な雇用
形態として活用されるようにするという観点も踏まえつつ、引き続き検討することが適当」とされている。
有期契約労働者は、多様な集団であり、呼称のみによっては実態を必ずしも明らかにできないことから、

有期契約労働者を職務によって分類することで、有期契約労働者の雇用・就業の実態、契約更新と雇止めの
状況等、有期契約労働に関する実態の総合的な把握・分析を行うこととし、もって、有期労働契約に係る施
策の立案に資するものとする。

２ 調査の範囲

（１）地域
日本国全域とする。

（２）産業
日本標準産業分類（平成19年11月改定）に基づく次に掲げる16大産業とする。
ア 鉱業，採石業，砂利採取業 イ 建設業 ウ 製造業
エ 電気・ガス・熱供給・水道業 オ 情報通信業 カ 運輸業，郵便業
キ 卸売業，小売業 ク 金融業，保険業 ケ 不動産業，物品賃貸業
コ 学術研究，専門・技術サービス業
サ 宿泊業，飲食サービス業 シ 生活関連サービス業，娯楽業
ス 教育，学習支援業 セ 医療，福祉 ソ 複合サービス事業
タ サービス業（他に分類されないもの）

（３）調査対象
平成18年事業所・企業統計調査を母集団として、上記（２）に掲げる産業に属し、常用労働者を５人

以上雇用している民営事業所のうちから、無作為に抽出した約10,000事業所とする。有期契約労働者が
いない事業所も調査対象とする。

３ 調査事項
ア 事業所の属性
（ア）事業所の属する企業全体の常用労働者規模
（イ）労働者派遣事業の有無
（ウ）事業所全体の直接雇用労働者数、他社から受け入れている労働者数及び就業形態別労働者数
イ 有期契約労働者の存在しない事業所の状況
（ア）有期契約労働者を雇用しない主な理由
（イ）有期契約労働者を雇用する見込み
ウ 有期契約労働者の基礎情報
（ア）有期契約労働者の職務タイプ別労働者数、性別労働者及びパートタイム労働者の割合
（イ）有期契約労働者（軽易職務型）の業務の性質
（ウ）人事労務管理上最も重要と考えている職務タイプ
（エ）期間を定めて雇用する主な理由
（オ）フルタイムとパートタイムの有期契約労働者に求める役割
（カ）有期契約労働者を雇用できなくなった場合の影響及びその理由
（キ）有期契約労働者数の動向及びその理由
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エ 有期契約労働者の就業状況
（ア）希望する継続契約期間
（イ）１回当たりの契約期間
（ウ）契約更新回数の上限の有無及びその回数
（エ）実際の契約更新回数
（オ）勤続年数の上限の有無及びその年数
（カ）実際の勤続年数
（キ）クーリングオフ期間の有無及び平均的なクーリングオフ期間
（ク）契約締結時の契約期間、更新の有無及び更新の判断基準の明示の有無並びにそれらの明示方法
（ケ）労働契約の更新形態
（コ）就業規則の適用状況
（サ）３年超の有期契約労働者の有無及びその契約期間
オ 有期契約労働者の契約期間途中の退職の申し出の有無、その時期及びその契約期間並びにその労

働者に対する損害賠償請求の有無
カ 正社員と比較した労働条件等
（ア）所定時間外労働の有無及びその範囲
（イ）異動・転勤の有無及びその範囲
（ウ）昇進の有無及びその範囲
（エ）１時間当たりの基本給の水準
（オ）退職金、賞与、諸手当の有無
（カ）退職金の水準
（キ）教育訓練機会の状況
（ク）福利厚生の有無及びその内容
キ 正社員転換制度
（ア）正社員転換制度の有無と実態
（イ）正社員転換を実施するうえでの支障
ク 雇止めについて
（ア）雇止めの有無及び理由
（イ）雇止めに対する考え方
（ウ）雇止めの手続きの種類及びその事前通告日数
（エ）中途解雇・雇止め時の退職金の支給の状況
（オ）雇止めをめぐるトラブル発生の有無及び原因
ケ 有期契約労働者の今後の活用方針

４ 調査の対象期日及び実施期間
平成21年７月１日現在の状況について、平成21年７月22日から７月29日までに行った。

５ 調査機関
厚生労働省労働基準局－民間業者－調査対象者

６ 調査の方法

（１）調査票
「平成21年有期労働契約に関する実態調査票」によって実施した。

（２）調査票の配付
調査票は、外部の民間業者から調査対象事業所へ郵送した。

（３）調査票の回収
調査対象事業所において記入した後、平成21年７月29日までに、直接、厚生労働省労働基準局総務課

あてに郵送した。

７ 調査対象数及び有効回答率
調査対象数 10,298 有効回答数 6,231 有効回答率 60.5％

7



２

(単位：％)

推計値 標準誤差
【産業】

鉱業，採石業，砂利採取業 21.0 3.0
建設業 17.7 1.9
製造業 28.7 1.9
電気・ガス・熱供給・水道業 50.4 2.4
情報通信業 43.5 2.5
運輸業，郵便業 43.6 2.3
卸売業，小売業 34.6 2.3

金融業，保険業 59.8 2.5
不動産業，物品賃貸業 46.4 2.9
学術研究，専門・技術サービス業 27.3 2.1
宿泊業，飲食サービス業 39.3 2.9
生活関連サービス業，娯楽業 37.2 2.9
教育，学習支援業 51.3 2.3
医療，福祉 38.3 2.0

複合サービス事業 83.6 1.6
サービス業（他に分類されないもの） 40.0 2.3

【事業所規模】
1000人以上 92.8 1.0
300人～999人 89.2 0.9
100人～299人 77.7 1.0
30人～99人 59.3 1.1

5人～29人 31.0 1.0

分類

８ 標本設計

１ 母集団について
（１）調査の範囲

日本標準産業分類に基づく１６大産業に属する常用労働者５人以上を雇用する民営事業所
（２）母集団数

約１７０万事業所
（３）サンプルフレーム

平成18年事業所・企業統計調査事業所名簿

２ 標本設計について
（１）抽出方法

事業所を産業、事業所規模別に層化し、一定精度を確保しつつ抽出する、層化無作為抽出法として
いる。

（２）目標精度及び標本数
特定の属性を持つ事業所の割合について、産業、事業所規模別の標準誤差が概ね４％以内になるよ

うに次の算式により決定した約１万事業所

Ｎ－ｎ Ｐ（１－Ｐ）
Ｖ ＝────── ・ ───────

Ｎ－１ ｎ

Ｖ：目標精度 Ｎ：母集団事業所数
ｎ：標本事業所数 Ｐ：特定の属性を持つ事業所割合（０．５）

（３）達成精度
達成精度は「有期契約労働者を雇用している事業所割合」の標準誤差を算出した。
産業別・事業所規模別の達成精度は次のとおりである。

産業別・事業所規模別の達成精度
（有期契約労働者を雇用している事業所割合）
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９ 主な用語の説明
（１）常用労働者

① 期間を定めずに、又は１ヶ月を超える期間を定めて雇用されている者
② 日々又は１ヶ月以内の期間を定めて雇用されている者で、平成21年５月及び６月にそれぞれ18日以上雇われた

者
③ 取締役、理事などの役員であって常時勤務して、一般の労働者と同じ給与規則又は同じ基準で毎月の給与の支

払いを受けている者、事業主の家族であって、その事業所に常時勤務して給与の支払いを受けている者又は
パートタイム労働者であっても、上記①又は②のいずれかに該当する者

（２）有期契約労働者
常用労働者のうち、３ヶ月、１年など期間を定めた契約（１ヶ月を超える期間を定めたものに限る）で雇用さ

れている者。ただし、日々又は1ヶ月未満の期間を定めて雇用されている者で、平成２１年５月及び６月のいず
れか又は両月に１８日未満しか雇用されていなかった者は除く。また、派遣元事業所においては、他の事業所へ
派遣している有期契約の派遣労働者を含む。

（３）職務タイプ
有期契約労働者が従事する職務について、勤務先の事業所における正社員との対比によって、以下の５つに分

類した。
①正社員同様職務型（正社員と同様の職務に従事している有期契約労働者）
②高度技能活用型（正社員よりも高度な内容の職務に従事している有期契約労働者）
③別職務・同水準型（正社員とは別の職務であるが高度でも軽易でもない職務に従事している有期契約労働者）

※ 正社員の仕事が管理業務で、有期契約労働者の仕事が販売業務である時などに、
有期契約労働者の業務内容が明確には高度や軽易でない場合はこれに該当する。

④軽易職務型（正社員よりも軽易な職務に従事している有期契約労働者）
※ 同じ業務でも責任が軽い場合や業務内容が単純であるなどの場合はこれに該当する。

⑤事業所に正社員がいない場合

（４）雇止め
使用者が、期間満了後、有期労働契約を更新しないこと。

10 利用上の注意
（１）この調査は標本調査であるので、母集団に復元したものを調査結果として表章している。
（２）統計表の構成比は小数点以下第二位を四捨五入しているため、計は必ずしも100.0とはならない。
（３）統計表中「0.0」は、表章単位未満の数値を示す。
（４）統計表中「－」は、該当数値がないものである。
（５）統計表中「＊」はサンプル数の少ないもの（標本数が２以下）であるので注意を要する。
（６）統計表ごとの注意点は各統計表の下部に別途記載してある。

※ 比較対象となる正社員が不明な場合は、有期契約労働者の人事管理方針（転勤の範囲や昇進の方針な
ど）や職務内容（とりわけ責任の程度）に近い正社員（「総合職」と「一般職」がある場合の一般職の
正社員等）のグループを比較対象とさせた。派遣会社の場合は、事業所と有期家労働契約を締結してい
る派遣労働者の職務については、事業所の正社員の職務を比較対象とさせた。

有期 ｂ1,ｂ2,ｂ3…

（転勤なし）

正社員 Ｃ1,Ｃ2,Ｃ3…

総合職（全国転勤）

正社員 Ａ1,Ａ2,Ａ3…

一般職（転勤なし）

有期 ａ1,ａ2,ａ3…

販売部門

有期 ａ1,ａ2…のグループについ

て、正社員 Ａ1,Ａ2…のグループ

と比較し、職務内容がほぼ同様で

あれば①へ、職務内容が異なる場

合は、②～④を判断

経理部門

有期 ｂ1,ｂ2…のグループは転勤がないため同じ部門に正社員はいないが、

同様に転勤のない販売部門の正社員Ａ1,Ａ2…のグループと比較し、②～④を

判断

管理部門

事業所
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